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研究成果の概要（和文）：家庭での食教育実施に向けて、保護者を援助するための適切な方法を明らかにし、保
育所での郷土に関わる栄養教育プログラムの作成と教育プログラム実施後の評価をするために、保護者に対する
子どもの食環境実態調査・保育所関係者へインタビュー調査を実施した。保育所での子どもと保護者参加型の食
教育実践が保護者の郷土食認知、家庭での食や味の伝承、子どもに対する食教育の実践と必要性に対する重要性
の認識を高めた。また、管理栄養士の存在が家庭における食環境の援助につながることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The objectives of the present study were to elucidate the appropriate 
methods of assisting guardians in the implementation of dietary education at home as well as 
creating an education program related to regional cuisine at nursery and performing evaluations 
following implementation of the education program. Therefore, an actual condition survey regarding 
the dietary environment of children was conducted on guardians. In addition, an interview survey was
 conducted on individuals involved at nursery. Implementation of nutrition education involving the 
participation of children and guardians at nursery enhanced the awareness of the importance of 
guardians’ recognition of regional cuisine, the passing down of traditions regarding food and taste
 at home, and the implementation and necessity of nutrition education for children. The results also
 suggested that the presence of nutritionists contributed to assistance for the dietary environment 
at home.

研究分野：栄養教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
生活スタイルが多様化する現代社会で，郷
土の食文化継承に保育士や管理栄養士は幼
児や保護者とどのように関わればよいのか
を地域や文化そして保護者がおかれている
状況について調査し，子どもへの影響（食習
慣および健康状態）を示す必要がある．2008
年 11月～2009年 2月に 36箇所の保育園そ
して地域で活動する栄養士が連携した食育
学習会の実施にかかわり，教育効果の判定お
よび調査の解析をした結果，食教育は専門家
へ委ねることこそが適切な育児という思い
を持っている保護者が多くみられた．一方，
保育所側は保育に対する需要や負担が高ま
る中，食教育の専門家である栄養士との連携
を強く求めていた．現在，保育所・幼稚園に
栄養士の必置義務はないが，食教育による子
どもの心と身体の発育，家庭と保育所との双
方向での情報の受発信，地域に根づく多職種
が連携するネットワーク作りをできる範囲
で進めるべき状況と考えられた．保護者の食
習慣と子どもの食習慣の関連は「保育所にお
ける食事の提供ガイドライン」（厚生労働省）
やその他の国内論文にて報告されているが，
専門職種に関する連携食教育と家庭のかか
わりに関する報告は少ない．異なる地域や世
帯の特色を把握し，その実態に合わせたより
よい食教育支援を提案するために，子どもの
育ちや教育に関わる「質的データ」の収集と
解析に取り組み，子どもたちに望ましい食教
育をするために実現可能な食教育アプロー
チ方法を検討した．  

 
２．研究の目的 
 本研究は，保護者と幼児の関係性や地域・
文化から導き出される課題を解析し，実施可
能で効果的な郷土食教育プログラムを作
成・実施・評価をすることである．これまで
に明らかにした保護者と子どもの食生活環
境実態を基にして，保育所の保護者を対象に
食生活アンケートを作成し，地域性や家族間
の関係性や生活環境要因と子どもの食生活
形成について検討した．①地域に根ざした郷
土食プログラムの開発②家族やその地域の
文化に着目した調査および解析③評価プロ
グラムの構築の 3点について幼児の発達にふ
さわしい環境づくりや食環境の援助を目的
とした． 
 
３．研究の方法 
（1）保育所に対するインタビュー調査 
 北海道，岐阜県，愛媛県，長崎県，高知県
の保育所・教育関係へ直接訪問し，インタビ
ューガイドを用いた半構造化面接を行った．
インタビュー対象者は施設の園長，保育士を
中心に複数人の対象者へ実施した．30～60 分
程度のインタビューをした．面接はプライバ
シーが守られる場所で行い，IC レコーダーで
録音した． 
 

（2）食生活アンケート調査 
インタビュー調査施設の中から平成 26 年
～平成 28 年に 3 都道府県の 8 保育所と 1 幼
稚園に通う幼児の保護者に対し，食生活習慣
の現状と家庭における食教育実践の実態を
知るための調査を留置法により実施した．調
査目的を文書に記載し同意が得られた対象
者からアンケートを回収した．食生活調査票
の質問項目は，年齢，性別など対象者の属性
（年齢，性別，家族構成（同居者），子ども
の普段の生活習慣（起床時間，排便，家庭で
の運動・遊びの習慣，歯磨き習慣，テレビゲ
ームの時間，朝食・夕食の食事摂取時間，食
事内容，共食習慣，おやつの内容，アレルギ
ーの有無，郷土の食事に関する子どもとのコ
ミュニケーション（家庭での伝承実態，子ど
もへ伝承する必要性の有無，郷土料理に対す
るイメージ，子どもへの望ましい伝承方法），
保護者（回答者）の性別，保護者の出身地域，
保護者の勤務形態，保護者の食生活習慣，保
護者の喫煙習慣に関する設問だった． 
 
（3）郷土食教育プログラムの実施 
平成 26 年～平成 28 年，5 箇所の保育所で
地域住民と取り組む食教育（地域の産物：梅，
お茶の加工,野菜づくり，地域の料理を使っ
て地域の方と交流会）を 2年間実践した．教
育内容は，保育所と保護者をつなぐ教育ツー
ルとして食育通信の配布（研究代表者と保育
士で作成・1 回／2 か月）と通信に対する保
護者アンケートを実施した．保護者から得ら
れた回答は掲示をした． 
 
（4）保護者給食参観の実施 
郷土食プログラム実施した保育所で，子ど
もの給食の様子を実際に見せ，家庭と保育所
での食態度について知っていただき，給食の
味を実体験してもらうことを目的とした保
護者給食参観を実施した（2 回／年）．当日，
給食の内容に関する調査（色彩・味・バラン
ス）を実施した．子どもの食事の様子と給食
内容に関するアンケート用紙を配布し，回収
をした． 
 
（5）データ解析方法 
食生活調査については，質問項目の集計・
記述統計値の算出には統計用ソフトエクセ
ル統計 Ver.2.00 を使用した．研究の基礎と
なるベースライン調査から導き出された課
題と食生活の変容についてχ2 検定を行い，
p<0.05 で有意差ありと判定した．保育所の食
教育実施前後の教育効果については，幼児の
食生活習慣にかかわる設問と給食参観時の
子どもの様子について，教育実施前後の効果
について t検定を行い，p<0.05 で有意差あり
と判定した． 
 
（6）倫理的配慮 
研究への参加は自由意思であり，参加に同
意した後でも同意撤回が可能であることを



文書と口頭で説明した．本研究は，長崎県立
大学一般研究倫理委員会の承認を受け実施
した(承認番号 231)． 
 
４．研究成果 
（1）保育所での食育実施状況 
保育士へのインタビュー調査の結果，各園
で共通していたのは，個々の子どもと保護者
の理解に努めコミュニケーションを重視す
る点だった．幼児期発育発達に個人差が大き
く，「心のそだち・気づきや変化」など，質
的な評価を重視していた．子どもを見守り，
環境援助をする傾向がみられた．保育所によ
って異なっていたのは，園長先生からの管理
栄養士配置に関する考え方と食育活動の実
施状況だった．法的に保育所の管理栄養士必
置義務はないため，独自が実施可能なスタイ
ルで自園給食や委託給食が行うことができ
る．一方，常勤・非常勤の管理栄養士がいる
4 園は，食育に積極的に取り組む姿勢がみら
れ，不在の 3園は，食物アレルギーや事故防
止などのリスクマネジメントを最優先課題
に挙げ，地域特性あるいは独自性のある食育
活動はほぼしていなかった．幼児期は食生活
習慣の確立や幼いころの経験が次世代への
継承につながる大切な時期であることから，
専門職が食育に関わることが重要と考えら
れた． 
 
（2）郷土食プログラム実施と評価 
郷土食プログラムを実施した 5園は，プロ
グラム実施前の調査と実施後調査の2年間に
拡大家族が有意に増加した（p=0.006）．また，
人口減少が顕著な地域ほど，核家族化が急速
に進んでいた．また，教育プログラムは初期
の学習に多くの効果がみられたが，回数が増
えるにしたがって，家庭での食生活の評価が
厳しくなる傾向がみられた．これは，郷土食
プログラムの実施により，保護者が知識を高
め，教育内容を理解することで，保護者の自
己効力感が高まる一方で子どもの食態度に
対してより厳しい評価になると考えられた．
その理由としては，保育士自身は回数を重ね
るごとに子どもたちの食態度が良くなって
いると答えている点にあった．評価の際には，
評価のわかりやすさだけでなく，客観的な判
定者が必要である．一つ一つの課題に対して
どのような状態になれば「良い」と判断して
いいのかを客観的に「見える化」することが
保護者と教育者にとって重要な点であると
考えられた．それ以外の項目では，教育実施
後は 20～21 時の就寝が増え，22 時以降に就
寝する幼児が減少した（p<0.001）．教育を重
ねるごとに子どもとのコミュニケーション
が取れるようになったとの回答もみられた．
家庭で「楽しく食事をするためにどのような
工夫をしているか」について設問を設けた
（図 1）．そのうち，「家族でそろって食べる
ようにしている（共食）」と回答した人が約
70％と最も多かった．食教育による効果はみ

られなかった．次に多かったのは「お手伝い
をさせている（感謝・コミュニケーション）」
で 50％以上の人がさせていた．今回の設問の
うち「食材を話題にしている（知識・コミュ
ニケーション）」と「買い物に一緒に出掛け
る（体験型学習）」の設問にあてはまると回
答した人は少なかった．この二つも設問につ
いては育ちの観点から年中クラス以上のお
子さんに対応すべき項目とされているが，こ
の 2 つの項目は食教育後に取組みが増えた．
子どもの食知識を増やす目的ではなく，保護
者と子どものコミュニケーションの観点か
ら話のきっかけになったようだった．  

   
図１ 楽しく食事をするための工夫点 
 
（3)給食参観について 
給食参観当日に保護者へアンケート調査
を実施，回収した．平成 26 年度は 1 回目が
441 名（回収率 90％），2回目が 476 名だった
（回収率 95％）．保護者から見た子どもが給
食を食べる様子は，「食事中，座って食べて
いた」は年少クラス以上の幼児保護者の
86.0％が家庭での食事よりマナーが良いと
の評価だった．箸は，年少クラス以上の幼児
の保護者の 40%以上が正しく持っていたと回
答した．保育所で努力して食べている姿は保
護者の心に残ったようだった．子どもの様子
をみて，家庭でも食教育を実施していただく
ために保護者へ「食べるときの正しい姿勢」
や「箸の持ち方」について情報提供をした．
その結果，未満児の食態度が有意に高まった．
教育介入後，年少クラスになる時点での食態
度ベースラインが高まる傾向がみられた．食
教育は毎日実施されているわけではないの
で，4 回の教育で家庭での食教育に反映され
たかは確認できなかった．しかし，教育に対
する保護者の関心は高く，単回の食教育を複
数回継続することが大切だと考えられた．す
べての子どもたちに望ましい食環境を提供
するために保育所や家庭には多くの課題が
ある．特に，子どもの生活に大きな影響を与
える保護者世代の生活習慣が個人によって
大きく異なるため，その違いに合わせたサポ
ート体制を作ることが急務である．今回の取
り組みは，保護者も幼児も「楽しみながら食



教育に参加する」活動の一つになった．この
ような働きかけが多くできれば良いと考え
ている．子どもの身体発達や健康問題を改善
し，安心して過ごせる社会を作るためには，
保護者や地域の対話を通して，食育活動を進
めることが必須になるだろう． 
  
（4）考 察 
幼児期は急速な発育・発達を伴うため，得
られた結果が自然と身についたものか，教育
によるものかを明らかにするために，継続し
て食教育プログラムを実施・評価することが
望ましいと考えられた．核家族化の急速化に
伴い，子育ての孤立や食文化伝承の危機を防
ぐためにも幼児教育がその役割を担う必要
がある．食育の重要性が取り上げられる中で
世代間のコミュニケーションが必要になっ
ていると感じられた．食教育を体験した保護
者は，子どもに対して，家庭で食に関する話
をしていることが明らかになった．教育効果
を得るためにはさらに食教育回数を増やし
て幼児と保護者が楽しくかかわることがで
きる機会を増やし，保護者に興味を持っても
らえる様な食教育をさらに強化する必要が
あると示唆された． 
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